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地域生活支援方策調査検討会
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ところ：国民会館住友生命ビル６階　公害審査会室
大阪府障がい者自立支援協議会　地域支援推進部会

第４回　重症心身障がい児（者）等の地域生活支援方策調査検討会
１．開　会
○事務局　定刻になりましたので、ただ今から、「大阪府障がい者自立支援協議会　地域支援推進部会　第４回重症心身障がい児（者）等の地域生活支援方策調査検討会」を開催させていただきます。委員の皆さま方におかれましては、年末のご多忙のところ、ご出席を賜りまして誠にありがとうございます。本日は福本委員が公務のためご欠席と連絡をいただいております。委員２名につきましては、他の業務のため、遅れてご参加いただけるとご連絡をいただいております。私は大阪府福祉部障がい福祉室地域生活支援課の岸でございます。本日の司会を務めさせていただきますので、どうぞよろしくお願いします。

　本会議は「大阪府の会議の公開に関する指針」に基づき、大阪府自立支援協議会として、公開にて開催することとなっており、本日も会長の許可を得て傍聴の方も同席されています。また、本日お配りさせていただきました資料および議事録についても、後日、大阪府のホームページで公開させていただく予定です。検討会において、個人のプライバシーに関する内容についてご議論をいただく必要がある場合は、一部非公開とし、傍聴の方にご退席いただくことになりますので、委員の方におかれましては、個人のプライバシーに関する内容について議論をされる場合には、事前にその旨を会長まで申し出ください。

　それでは、ここで資料の確認をさせていただきます。本日お配りしております資料は、次第の下に記入させていただいております。

　資料１（ア）重症心身障がい児（者）生活実態調査に基づく課題別解決策の検討について。

　資料２といたしまして、（イ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）福祉サービス利用状況調査クロス集計結果について。

　資料３といたしまして、障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障がい保健福祉施策を見直すまでの間において障がい者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の概要について。

　資料４といたしまして、介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方について中間まとめについて。

　資料５といたしまして、介護給付費等に係る支給決定事務等について。

　資料６といたしまして、障害者自立支援法上の居宅介護（家事援助）等の業務に含まれる「育児支援」について。

　すみません。それ以外に一枚物で委員からいただきました「日々の介護」「将来の不安」の課題について検討シートを、１枚添付させてもらっております。

　委員の皆さま方におかれまして、資料の欠落等々ございませんでしょうか。それでは以降の進行につきましては、会長にお願いしたいと存じます。よろしくお願いいたします。

○会長　はい。皆さん、こんにちは。クリスマスですが、お忙しいところ、ご参加いただきましてありがとうございます。この間、皆さんご存じのように、「改正障害者自立支援法」が11月18日に衆議院を通りまして、12月３日に参議院を通過いたしまして、改正法案が通っております。この内容についてはまた後ほど、事務局からご説明させていただきたい。それともう一点は、「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方について中間まとめについて」も出されております。

　これについての情報提供を議事に先立ちまして、皆さんに情報提供させていただきたいと思っております。その後、皆さんと一緒にいただいたご提案を含めて、解決策についての取りまとめをさせていただけないかと思っています。併せて「精神保健福祉士法」と「社会福祉士法」も一定の制度改革、法律改正に向けて改正されまして、従来はこの尊厳に基づいて、「能力とその適性に応じて自立し」という文言から能力と適性が消えております。自立するのに能力と適性がいるのかという、内閣府の一つの考え方が反映されたと思っております。

　そのような意味で、大きく時代の流れが変化しつつあるのかと、予感はしておりますが。現実はなかなか厳しいので、そのようなところも情報を提供いただきながら、皆さんと一緒に考えていければと思っております。それでは、事務局から情報提供を先にお願いします。

○事務局　それでは資料３をご覧ください。これは障がい者制度改革推進本部等において、障がい保健福祉施策を見直すまでのあいだにおいて、障がい者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の概要という、改正法案の内容をまとめたものであります。ここに公布日施行と書かれているものにつきましては、この法律の施行は平成22年12月10日に施行をされたところであります。

　一つ目、趣旨は新法、障害者総合福祉法が現在検討されておりますが、それまでの間、現在の障害者自立支援法の一部を改正することによって、地域生活の支援を進めていくものであります。大きなものとしまして、利用者負担の見直し、これは応能負担を原則とした形です。

　それともう一つ、障がい福祉サービスの補装具の利用者負担を、合算して負担を軽減すると、平成24年４月１日までの政令の定める日から施行されることが明記されております。

　３番目、障がい者の範囲の見直しということで、12月10日から発達障がいが、障害者自立支援法の対象となることが明確化されております。

　その次は④といたしまして相談支援の充実で、相談支援体制の強化ということです。この中で述べられているのは、市町村に機関相談支援センターを設置し、自立支援協議会をこれまでとは違い、法律上位置付けをされるということです。地域移行支援、地域生活支援を個別給付化すると述べられております。

　５番目が障がい児支援の強化です。児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実させていく。これまでに障がい種別で分かれていた施設のサービスを一元化し、通所サービスの実施主体を、これまで都道府県が担っていたところを、身近なところでということで市町村へ移管されることとなりました。その次に、放課後等デイサービスという、新たな障がい児（者）の居場所づくりのサービスがつくられております。在園期間の延長措置の見直しでは、18歳以上の入所者については障害者自立支援法で対応するように、見直しがなされました。

　６番目としまして、地域における自立した生活のための支援の充実で、グループホーム、ケアホームの利用の際の助成の創設がうたわれております。これまで、グループホーム、ケアホームをご利用いただくに際して、例えば、食費、家賃は本人負担になっていたのですが、今回の法律の改正の中で、入所者への支援の創設、居住に関する費用の助成をおこなうことが考えられております。それらのことが、この資料の中に書かれております。

　続きまして、資料４「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方について中間まとめについて」が、10月13日に出されました。これまでのたんの吸引等は、ホームヘルパー等が実施する場合、実質的違法性阻却という考え方の中で、おこなっていただいていたところです。すみません。この資料の４枚目の別添を見ていただけますでしょうか。介助職員等によるたんの吸引等の実施が１番に書かれております。この中ではたんの吸引、口腔（こうくう）内、鼻腔（びくう）内、気管カニューレ内部、それと経管栄養等。範囲は広がっていないのですが、このようなことについて、運用にされていた範囲を、今後、制度化も念頭に置いて、進めていくと述べられております。

　対象、たんの吸引等を実施できる介護職員等の範囲が２番目に述べられております。一つは介護福祉士、二つ目が介護福祉士以外の介護職員等で、これを広めるに当たりましては、一定の追加的研修をおこなった上で、行為が解除されるという考え方が述べられております。

　最後の９ページの５番目に、制度の実施時期等が書かれております。介護保険制度等の見直し時期を踏まえ、平成24年度の実施を目指すと述べられております。ただ、研修時期等も十分踏まえた上で実施をするという条件がされている状況でございます。

　以上が情報提供でございます。

２．議　事（１）生活実態調査結果に基づく課題別解決策の検討について
○会長　はい。今、事務局からご説明がございましたことについていかがでしょうか。もう１回聞きたいこととか、ここはどうなっているとかがございましたら。よろしゅうございますか。ないようでしたら、本日の議題に入ってまいりたいと思っております。よろしゅうございますでしょうか。

　それでは議事に沿って、「生活実態調査結果に基づく課題別解決策の検討について」でございます。前回の検討会で、地域でお住まいの方を対象とした生活実態調査結果に基づく、課題の抽出作業を実施いたしました。その作業について意見交換をおこないたいと思います。まず、委員の方々から寄せられた解決策のご紹介をまとめながら、議論、集約をさせていただきたいと思います。事務局から、まず説明をしていただけますでしょうか。

○事務局　それでは資料１に基づきまして、ご説明をさせていただきます。日々の介護では、障がい児特有の課題の１番目として、１歳未満の低年齢の重症心身障がい児を対象とする居宅介護事業所が不足していること。何歳から対象とできるか。援助内容を介護に限らず、家事援助など柔軟に運用することで支援が可能となるかについて、ご意見をいただきました。委員の皆さま方にはお忙しいところ、資料の提出をいただきましてありがとうございます。ご意見はいただいたものをベースに、こちらに資料としてまとめさせております。一部、委員のご意見を、一つにまとめて記載をさせておりますので、ご了解ください。

　まず、１番目のテーマにつきましては、大きくまとめますと年齢については、０歳から対象にすべきではないかというご意見が、大多数を占めております。居宅介護というのは家庭支援という概念で進めていくべきではないか。また、重度包括のサービスも積極的に取り入れていくべきではないか。そして、それを実現するためには、マンパワーの育成が重要ではないかとご意見をいただいております。

　その次は３枚目です。障がい児特有の課題として、②１歳未満の低年齢の重症心身障がい児を対象とする短期入所事業所の不足の中で、１歳未満児の短期入所の利用について、また、１歳未満の低年齢児を対象とできる事業所は医療機関と福祉機関の、いずれであるべきかについてご意見をいただきました。これについてはレスパイトの意味合いで、１歳未満の方は医療機関で対象とすべきではないかとのご意見が、多数を占めております。一方、症状が落ち着いている場合は、看護師が配置されている福祉施設でも可能ではないかというご意見。看護師配置が前提になるのではないかとのご意見が出されておりました。

　３枚目をおめくりください。裏面になります。３番目、障がい児特有の課題としまして、就学前の重症心身障がい児の専門的治療の療育の場、保育の場が不足している。重症心身障がい児通園事業および児童デイサービスの充実策について、ご意見をいただきました。委員の皆さまのご意見としましては、児童デイサービスは療育の観点で必要である。ただし、前提として看護師の配置は必要ではないかということ。そして、運営面で現行では厳しいので、補助金の増額が必要ではないかが主な意見でございます。

　もう１枚おめくりください。裏面になります。④番、１歳未満の低年齢の重症心身障がい児を対象とする訪問看護ステーションの不足というテーマに対して、何歳から対象とできるか。技術および経験不足の解決策についてお尋ねさせていただきました。これにつきましては訪問看護ステーションは年齢の区分がないので、０歳から対象とすべきである。病院等を利用して、スキルアップのための研修が必要ではないかという、ご意見が多数を占めております。

　もう１枚おめくりください。裏面になります。次は障がい者特有の課題で、自立した地域生活を送るための住まいの場が、不足していることについてです。医療的ケアが提供できるケアホームの在り方について、生活の場としての重症心身障がい施設の在り方について、お伺いさせてもらいました。これにつきましては、住まいの場という意味合いにおいても、看護師の配置は必須ではないか。現在のグループホームの単価では無理なので、報酬のアップが必要であるというご意見も多数占めております。

　すみません。少しここでおわびです。ここに「児童デイサービスは」と付いておりますが、私が違うものを付けていまして、あとで１枚だけ別に、委員の「施設から地域へ」という検討シートを付けさせてもらっています。この文書が本来入るべきところです。おわび申し上げます。

　もう１枚裏面になります。障がい者特有の課題②として、日中活動の場、生活介護、自立訓練、機能訓練が不足している。看護師の確保策、報酬の不足の解決策について、ご意見をいただきました。大多数のご意見は看護師の配置を実現するために、人件費の加算が必要になるのではないか。あとはリスクの分散も含めて、人の複数配置が必要になるのではないかとご意見をいただいております。

　その隣のページです。障がい児（者）共通の課題。重症心身障がい児（者）を対象とする居宅介護事業所の不足についてでございます。医療的ケアをヘルパー業務に加えることの是非について。重症心身障がいへの理解不足、介護経験の不足の解決策について、お尋ねさせていただきました。これにつきましては、先ほど情報提供させていただきました国で中間まとめがなされて、たん吸引等があるので、それを十分見極める必要があるとのご意見。そして、実際の研修会等をしっかりと実施して、修了書、資格的なものを位置付けるべきではないかとのご意見をいただいております。

　１枚おめくりください。右側のページです。障がい児（者）共通の課題２番としまして、重症心身障がい児（者）を対象とする短期入所事業所の不足について。看護師の確保策。医療機関における短期入所の実施促進策についてです。これについての主な意見は、費用の面で非常に厳しい部分があるので、加算を設ける必要があるのではないか。医療機関でショートを実施してはどうか。一方、医療機関でショートを実施することは、別の疾病にかかって帰ってくるケースがあるので、その辺は心配だとご意見もいただいております。緊急時のための看護師の複数配置が必要とのご意見をいただきました。

　１枚おめくりください。右側のページです。日々の介護。障がい児（者）共通の課題につきまして、訪問看護事業所の不足として、訪問看護の制約、利用回数、利用時間、費用負担の改善策について。看護師の確保策について。重症心身障がい児（者）への理解不足、看護技術、看護経験の不足の解決策について、お尋ねさせてもらいました。これにつきましては、訪問看護は医療制度ですが、利用回数や時間、費用負担の意味合いで、制度上の制約があります。ほとんどの委員の皆さまから、制度を緩和することが、一番ではないかとのご意見をいただいております。

　もう１枚おめくりください。障がい児（者）共通の課題④番。重症心身障がいを理解した医療機関の不足。掛かり付け医の確保策について。専門医の不足の解決策についてです。これにつきましては、ほとんどの委員の皆さまから、早期の医師会との連携が挙げられております。地域の医療機関と専門医との連携も重要ではないかとのご意見もいただきました。

　１枚おめくりください。５番目。医療支援策の不足といたしまして、人工的呼吸器等を装着する重症心身障がい児（者）の移動支援の在り方について。ガイドヘルパーが対応可能な業務であるか。また可能である場合、ヘルパーが担うべき業務について。支援学校の通学バス内の対応の在り方について、お尋ねさせてもらいました。移動支援事業については個別給付化すべきではないか。スクールバスの中については、看護師を複数配置すべきではないか。また中には、人工呼吸器を付けておられる方々の支援は、ガイドヘルパーでは不可能ではないかとのご意見もいただいております。

　１枚おめくりください。障がい児（者）共通の課題としまして、相談から援助までの支援体制が不十分である。どの機関がコーディネイト役として適当であるかについてでございます。大多数の委員の皆さまから、新しいコーディネイト役が必要とのご意見をいただいております。特に、医療機関、保健所等の連携が必要になるのではないか。一方では、現行でもありますが、市町村が中心となって、コーディネイトすべきではないかとのご意見をいただいております。

　最後のページです。将来の介護不安としまして、重症心身障がい施設の不足についてです。これにつきましては、ほとんどの委員の皆さまから施設の新設が必要ではないか。これについては、病院に併設すべき、また現施設を縮小化し地域偏在をなくすために、点在化すべきではないかとのご意見をいただいております。一方、現在の児童施設の中で、サービスの提供を受けておられる重症心身障がい者の方々の、地域移行を進めていくことも必要ではないかとのご意見も、合わせていただいたところであります。

　資料５と資料６について、ご説明させていただきます。資料５につきましては「介護給付費等に係る支給決定事務等について」で、市町村が障がい児（者）に対するサービスの決定をすべきときに、留意すべき事項をまとめたものでございます。

　50ページを見てください。50ページの「介護をおこなう者の状況」がございます。職員の状況も前提であるのですが、介護をおこなう者、障がい児にあっては保護者の状況の有無、年齢、心身の状況および就労状況を勘案して、介護支給費の支給を決定すべしということが、事務処理要項として定められております。ですので、居宅介護で家庭支援の概念も取り入れるべきではないかとの、ご意見をいただいていたのですが、もともと介護給付費等の支給決定の事務処理要項の中では、その理念をうたわれていると、資料５でお示しさせていただいたところでございます。

　もう一つ、資料６です。これは厚生労働省から各都道府県に平成21年７月に出されている分です。障害者自立支援法上の居宅介護、家事援助等の業務に含まれる育児支援についての文書です。裏面を見てください。「イ」といたしまして居宅介護、家事援助、重度訪問介護の業務に含まれる育児支援が書かれております。その中で括弧といたしまして、（その他対象範囲に含まれる業務として、利用者（親）へのサービスと一体的におこなう子ども分の掃除、洗濯、調理。利用者（親）の子どもが通院する場合の付き添い。利用者（親）の子どもが保育所、場合によっては幼稚園へ通園する場合の送迎。これは親御さんが障がい者である場合です。普通は親御さんだけへのサービスで、家族のサービスはもともと入っていないのですが、親が障がい者の場合、そのお子さまへの育児支援も一体的におこなってもいいよという意味の、通知文でございます。

　という国等々の通知がなされております。以上で説明を終わります。

○会長　はい、ありがとうございます。今、事務局から説明がございました。資料１に基づいての説明と、資料５自立支援で子どもの支給決定をおこなうときの範囲。それから、育児支援について資料６に基づいてご説明がございました。それに基づいて、今から少し集約作業に入ってもらいたいと思っております。まず、お手元の資料のところでそれぞれ、今、特に子どものガイドヘルプあるいは短期入所、それから療育の場、訪問看護の状況、住まいの状況、日中活動の状況のところでご説明がございました。併せてそのあと、子どもたちに限らず重症心身障がい者も含めて、課題を挙げさせていただいて、それぞれの意見を少し発表をいただいたところです。

　それではどうでしょうね。まず、資料１から順番に自由にご発言いただきたいと思っております。間違いやこんなことは言っていないということがあれば、訂正させていただきます。まあ、ないとは思いますが、もしあれば訂正させていただきますので、いかがでしょうか。誰からでも結構ですので、ご意見があれば、おっしゃっていだければと思います。順番でなくても結構です。何番のどのテーマ、課題についてと、お話しいただいても結構です。アトランダムにいければいいかなと思っております。ここは解決策ですから、特に既存に縛られずに、さまざまな提案をいただければ、ありがたいなと思っておりますので、よろしくお願いをしたいと思います。どうでしょうか。なければ当てていきますが、せっかくの機会でございますので。どのテーマからでも結構でございますが。

○委員　よろしいですか。

○会長　はい。

○委員　すみません。私のところの会議の途中で、会議の中で、これはどうですかと、皆に聞きながら行ったのですが、大阪府や堺市や、あちらこちらへ行ったのです。短期入所のところの、１歳未満のショートから１歳時のところを皆に見ていただいたら、正反対の意見が出てくるのかなと思うのです。お母さん方もいろいろなお母さんがいます。年のいったお母さんもいたら、若いお母さんもいるのです。短期入所の１歳未満のショートを、やはり親子関係を築くためにされたほうがよいです。同じようなところ、１ページのところでも１歳未満から対象とするのはどうかということで、ものすごく問題になったのです。

　どのようになったかと言いますと、１歳くらいの子どもは親子環境をもっと大事にしないといけないので、そこら辺の時点から、ヘルパーさんのところにお願いするのは、どうなのかいう意見が出ました。落ち着かずじまいです。若いお母さんと、少し子育てが済んだお母さん方にしたら、１歳までの子どもは親がきちんと見て、親子関係それからほかの家族との関係も、やはり親が見ないといけないという話が出て、難しいところです。

○会長　そうですね。その当たりは先生いかがですか。

○委員　現実問題というのは、医療的看護がどれくらい重度かによって、負担が全然違うと思うのです。私たちが行っているような人工呼吸器を付けているとか、そのようなお子さんなら、もちろん母子関係も築かないといけないし、そのために最近は、ＮＩＣＵ（Neonatal Intensive Care Unit：新生児集中管理室）からすごく早期に退院させられるというか、退院してくるケースがすごく多いです。母子関係構築は病院のＮＩＣＵさんでも、すごく積極的に取り組んでいらっしゃいます。その中で在宅に受け取ったときに、本当に見極めが大事だと思います。

　どの部分で本当につらくなっていらっしゃるのかを、きちんと見極めて、もう育てるのがいやだから預けることにならないように、意見として、養育拒否にならないようにと書かせていただきました。やはり、その点をきちんと何か取り決めをしながら。いざというときに、本当にミルクが切れてもミルク一つ買いに出られないことが、お父さんが仕事で遅かったりしたら、そのようなこともあります。やはり、ヘルパーさんの導入は、結構、在宅、施設にいきなりではなくても、ヘルパーさんを利用することは、現実問題とても必要ではないかなと思います。

○会長　はい、そうですね。その辺りは、市町村の支給決定の立場では、結構、難しいですか。

○委員　難しいですね。どうしても家事援助に関しては、介護保険ができたころに、ヘルパーさんに庭の草引きをさせてみたいな事例がありました。家族のレスパイトの目的ではなく、家政婦代わりにつながっていったという部分もありました。線引きをしないと、不正利用につながっていく可能性が非常に高いのではないかと思います。もう少し現場サイドとしては、そこら辺をしっかり線引きのものをつくっていかないと。
○会長　はい。制度運用に当たってはいろいろな問題があるという、ご意見をいただいたところで、ポイントとしては、いろいろなご意見を集約するところになると思います。先ほど、委員におっしゃっていただいたように、母子関係を原則とするのか、社会的支援を原則にするのか、それをまだどちらにするのか、結論として出せるのか出せないのか、その辺のところ含めて、取り扱いについて考えていきたいなと思っているところでございます。そこの意見を少し聞かせていただければ。委員いかがですか。

○委員　先ほど、おっしゃったみたいに、親御さんの思いは子どもさんの障がいの状態によって、明らかに違うなと思います。そのような意味で、非常に困難な状態の方に対して、必要であればサポートを受けてもらうためには、今、おっしゃったような形で、いわゆる制度利用するときの線引きの仕方が、結構、ポイントになるのかなと思います。ただ、例えば一度出たら、あとは何に使ってもいいみたいな形になってしまうぐらいなら、細かく計画を立てるべきだと思います。ただ、子どもさん特有の問題ではないかもしれませんが、一定の支給量が出たり、この内容で支給をされたことに対して、日本でもし現実にやるとしたら、本当に融通の利かない厳密な形でいってしまう怖さがあります。

　片一方で、だから支給が出たらあとはよろしくみたいな形になると、おっしゃったように、家政婦代わり、本当に目的使用になっているのかという問題も出てきます。ということは、全体としてもっと柔軟な対応が、もしできるならば、相談であったり、計画の例えば再吟味であったりという、柔軟な対応ができることと、現状に合っているのかどうかという、確認を併せてすることが大事なのではないかな。余計なことかもしれませんが、支給量の問題でも、親御さん自身が時間数等いろいろなことについて、取っておくみたいな形で、取らないと損みたいな形で、利用する予定もないのに取っていらっしゃる方もいらっしゃいます。

　それがそもそも本当に必要なサービスを受けて、また必要なサービスを提供しているのかというところが、大きな問題なので、むしろ厳しいからこそ、少しでも柔軟に使いたいからこそという、裏腹なものがあると思います。柔軟な対応を前提としながら、実際の運用に対しては、適応しているかどうかのチェックをまめにするとか。正直にきちんとやったら、きちんと認めてもらえるという形にするのが、必要ではないかなと思います。

○会長　はい、ありがとうございます。いかがでしょうか。子ども療育といいますか、昔は三歳児神話といわれて、３歳まではお母さんが育てるべきだ。そうでないと子どもはうまく育たないんだといわれていました。ところが今は違います。基本的に共働きの中で、家庭を支える子育て支援という考え方が、今は一般的ですね。その中で障がい児、いわゆる、抱えることが多ければ多いほど、逆に親がやらないといけないという。

　一方では、そのようなことを大事にしないと、母子関係ができないとか。あるいは、そのようなことは必要ないのではないか、親を甘やかしたらいけないではないか、自分で産んだ子だから、責任を持って育てるのが当たり前だろうという、言い方をされる。普通の子を育てる概念は変わってきたが、障がい児を巡る子育ては、どうもまだ旧体以前の考え方というか、それが妥当かどうかも問題で、検証しないといけません。

　その辺りも、重症心身障がい児の地域で生活をする基盤を作るときに、親がそこも含めて原則とするか、あるいは、社会的な支援も含めてやれる体制を原則とするか。というところが、一つの大きな提言のスタンスになってくると思います。

　先ほどおっしゃっていただいた、適切な支援総合の中の、適切なサービス利用、そして適切な運営ができる。これは、一つは制度の運用です。これをどのように、必要なところに必要なサービスを届けるか。というところでは、次の相談支援の在り方、制度の在り方と混同するといいますか、入ってくると思うのですが、その前に、障がい児を巡る子育てのありようみたいなものを、少し施設側の立場からいうと、どのように思われますか。

○委員　本当にひとくくりで重症心身障がい児とセットで考えるのは、私たちは日々ご家族から相談を受けていまして、本当に苦しいですけれども救えないのもあると思います。それが重症心身障がいといわれる方であっても、人工的呼吸器装着、たん吸引が一日中必要である方では、全く助成が違うと思います。

　よくありますのが母子家庭の方ですね。ですから、母子家庭の方と祖父母が同居されている方が結構多いです。特にお小さい場合には、祖父母の方がまだ50歳代、60歳代ぐらいで、お元気でいらっしゃる方もいます。そのような場合には、たいていお母さまプラス祖父母の方たちに支えてもらって、人工的呼吸器装着の方であっても、おじいさんおばあさんがいらっしゃるから今のところは何とかできている。ただ万が一、冠婚葬祭等で必要になったときに制度を利用したいので、来られたというケースもあるのです。

　ですから、その辺がすごく難しいところで、制度の線引きのこともおっしゃっていましたが、その辺まで踏み込んだ上で、支給決定ができるのだろうかと思います。ひとくくりに年齢別にすることがいいのか、あるいはさまざまな周囲の環境を踏まえた上で、できるものなのか。その辺が現行の制度では難しいのでしょうかね。

○委員　重症心身障がい児も含めてですが、児童というより、むしろ親御さんが高齢化してきているという課題があります。普段サービスを利用されていない方でしたら、いきなり親御さんの具合が悪くなった場合、ほかに介護者がいない、ではどうしたらいいのだろうみたいなことが、突然やってくる可能性がある。そのようなときに備えて、普段からサービスを利用されたほうがいいのではないですかという、案内はさせてもらっています。

○委員　そうですね。私にもご相談いただくのが０歳児や１歳児なのですが、ご高齢の方がほとんどです。最近、大部分がそのような方です。

○会長　立場によって、もののとらえ方がずいぶん異なってくるだろうとは思いますが。委員どうですか。

○委員　大阪府重症心身障害児・者を支える会でも同じように意見があったのですが。現実問題はヘルパーさんにはケアをしていただけないので、退院してきたら、母親に全部のしかかってくる介護という部分、ケアの部分は、お母さんが全部しなければいけないのです。ケアをやっているあいだをほかの兄弟の家事援助に使ったら、すごくありがたいのだという意見があったのですね。24時間付きっきりで、お母さんはへとへとになっているので、少しでもほかの援助があったら、先ほど言われたみたいに、柔軟な援助をしていただけたら助かるのだがという意見がありました。

○会長　はい。いかがでしょうか。まだご意見いただいてませんが。

○委員　難しいと思います。どちらをベースに置くかとなれば、基本的には母子関係がベースというのは一緒だと思うのです。そこが構築できなくて、社会で全部見るのではないと思います。ベースはそこだけれども、ただ、そこでお母さんが倒れてしまって家族が崩壊してしまうことになれば、元が崩壊してしまうので、そこを支える。完全に施設入らなければならないお子さんは別にしまして、主従の関係であれば、在宅の場合はどうしても、福祉サービスは「従」でしかないと思うのです。整理をすればそうだと思います。

　小さいお子さんより高齢者の方のほうがご相談が多いという話は、一つは心理的なものもあって、乳児であればあるほど、人に委ねることに対して罪悪感をお母さん自体が覚えるという、大前提があります。見てもらわなくていいから頼まないのではなくて、自分がしないとならないということがあって、他人に委ねるのはということがあって、相当無理をされているのがベースにあることはよく聞いておりますし、ほぼそうだと思います。ニーズがないのではないし。だからこそ使っていいんだよと、ほかにご兄弟があればなおのことです。

　もう一つは意識の問題と、委員がおっしゃっていたことと絡むのですが、医療的ケアの種類に一つの目安としては、重症心身障がい者をひとくくりに語れないとありましたが、そのとおりです。例えば、アラームがなったら、たんの吸引に365日24時間縛られておられる方と、服薬管理は全然違います。ましてや人工的呼吸管理の子がどんどん数としてはものすごい勢いで増えてきています。例えば、一つそのような基準というか、これは物理的に必ず２時間おきには、たんの吸引が必要となるので、一つの目安を置くであるとか。家族の状況を母子家庭である土壌やご家族のいないとかあると思います。幾つかは目安というか明文化しないと、柔軟な対応はしてほしいのですが、それをやる市町村にとったら、これは人次第になってしまうので、かなり厳しいと思います。

○会長　なるほど。はい、どうですか。

○委員　そうですね。子ども家庭センターで重症心身障がい児（者）の方のご相談をお受けするのは、だいたいは入所施設の窓口になってしまいます。ある程度、入所させたいというところまで、切羽詰まった状況の中で、ご相談を受けることがどうしてもあるのです。そのような状況の中で、やはり年齢の低い子どもさんなどは、確かにご家族だけで見ていくのはなかなか大変ということがあります。

　確かに、保護者の方が年々丸々という中で、健康を害されたり、精神的にも参ってしまって、人前で縮こまったりという中で、若い人はある程度、自分たちの手元の中でという形で、がんばっておられる人もいます。その中で、どうしても難しい状況に追いやられる。それにつながる、それぞれの状況に応じてという形になってきますので、なかなか一律に、この年齢になればとかという形で、支給を決めていくのはなかなか難しいのではないかという感じを受けています。

○会長　はい、ありがとうございます。この辺りの課題については、また取りまとめながら、皆さんのご意見をお伺いすることになるだろうと思っております。ただ基本として、人の成長というのは母子関係だけではなくて、人との関係ので中、家庭の中で、あるいは地域の中で育っていくわけでございます。例えば、就学前の場合は保育所であったり、通園であったり、そして、学齢期になったら学校で、また就労。

　なかなか重症心身障がい者の場合は在宅で、ある市などは、在宅は一つの地位のようなとらえ方で、ごくごく返ってくるのは在宅のままは当たり前ということです。なかなか社会的支援よりは、親の責任、あるいは家庭で。一時期、保育所それから教育を開いて、そのあとどう開いていくのかという部分。なかなか重症心身障がいの方の場合は、日中活動の場が保証されてこなかったという状況が一つあるだろうと思っております。

　できれば今、そのような制度が必要で、ＮＩＣＵから重症心身障がいの子どもたちが、退院して家庭へ。そのようなときに受け皿を、お母さんもよい母子関係を築くために人を利用して、よい母子関係を築けるような在り方を示していかないと。それを打開させられれば、一家心中しかないという、ヘルプ・ミーと言える関係を、「私を助けてよ」と発信を親自身ができなければ、これは助けられないです。そこのところを、いかに早く発信できる新支援サービスを立てるか。私はヘルパーの一つの利用の仕方をできるだけ、家庭は放っておけば放っておくだけ閉じていきます。

　オープンシステムにどのようにするかというときに、いかにそこのところに他者が関与させて、児童虐待というとおかしいですが、そのようなことにならないうちに、どのように社会的な支援の仕組みを入れられるかが、一つは大きなポイントになってくるのだろうと思っています。

　そのような意味で、地域生活を支援するときに、重症心身障がいの子どもたちをどう社会化していくかという視点でとらえていかないと、母親神話みたいなところで縛り付けられることは、必ずしも問題解決にはつながってこないのではないか。そのような視点で、少しとらえていく必要があるのではないかという、思いはしております。その辺りまた皆さんとも議論させていただきながら、乳幼児の具体的な支援の在り方については、また見ながら進めていきたいと思っております。

　地域支援は順番に、私は一つ大事なのは改正介護保険法の中に出ていますが、機関的相談支援センターです。この資料の中にも出てきました。「必要な人に必要なサービスを必要なだけ届ける仕組み」ですね。このような仕組みとして相談支援体制。

○事務局　資料３の５ページ。

○会長　５ページ。

○事務局　はい。

○会長　５ページのところで、「相談支援体制の強化」が出ております。機関相談支援センターを市町村に設置するときに、これをどのようにおこなっていくか。あるいは人を配置していただく。それと支給決定等をどのように取っていくかです。そこが先ほど、委員がおっしゃっていたように、家の場合はソーシャルワーカーが割と権限をもっているので、これもかなり厳しくなっているようです。ソーシャルワーカー権限を握って、適性供給をしていくと聞いております。そのようなところも含めて、相談支援体制が一つの大きなポイントになってくるのだろうと思います。

　つまり、ケアマネジメントの体制をどう構築していくか。今まで乖離（かいり）しています、この改訂介護保険法の中での利用計画、ケアプランを作る場合の拡大は示していますが。現在は支給決定とケアマネジメントがどうも連動していない。支給決定は市町村でおこなわれる。その相談支援体制、必要な人に必要なサービスを届ける支給決定のありようと、機関相談支援センターのありようと、どのように考えていくのかです。ガイドヘルプの制度的なところとも連動してきますが、これも含めて一つ議論をいただければ、ありがたいと思っています。同時に、仕組みですからシステムとして、ケアマネジメントはあくまでも方法論です。仕組みづくりを目指すのが自立支援協議会だろうと思っています。そのようなところで、少しご意見をいただければありがたいと思っているところでございます。この辺りはいかがでしょうか。

○委員　よろしいでしょうか。

○会長　はい。

○委員　まとまっている意見ではありませんが、先ほどの個別に応じた支給量であったり、サービス内容であったりということは、必要であると思うのです。現状は先ほど申し上げたみたいに、どうしても時間数が一定の動きの中で満たして出したら、また足した時間をどう使うかみたいな形で、使おうが使うまいがみたいなところがあると思うのです。

　それを、より柔軟にやるためにもですし、実際に予算と無縁では決してないと思うので、それから考えたときに、細かい意味で本当に必要なのかということを、利用者サイドに問う必要がここであると思います。本当にこれがあればいいというものではないということで、当然厳しい部分があってもいいと思いますが、逆に必要であれば一定のものは出ると、サポートはしてもらえるのだよと、柔軟にしていく両方がいると思うのです。

　そのためには現在、支給は市町村の窓口でやっていらっしゃると思うのですが、しかし、これから柔軟な要求をしていこうと思えば、やはり調整もちろん調査も含めて、より柔軟に対応していく仕組みというものが要るのではないかなと思います。

　お忙しい中でたくさんの件数を持って、窓口対応だけで本人さんもニーズが本当に図り得るのかなと思いますから、そのような意味では、個別にためていくだけではなくて、本当に細かく調べていくことに関して、やはりもちろんこれはお金の要る話でもありますが、しかしコストも掛けて手間を掛けて、きちんとする必要があるのではないかと思います。それは仕組みを考える部分なのかどうかは分かりませんが、自立支援協議会がこの中にあって、それが機関相談支援センターがあって。その兼ね合いがそれぞれどのように働くのかということが、少しまとまってはいないのですが、そのようないわゆるどちらかというと、民間ではないですか。公共ではないので予算はもちろん、考えなければいけないわけですが、それを運用するときの使い方については、厳密にも柔軟にもするために、専門的な仕組みは配置されて、そこでやる形がいいのではないかなと思うのです。

○会長　そうですね、この問題は先ほど委員がおっしゃっていたみたいに、親御さんが高齢になってきて、親御さんが介護保険でケアマネジャーさんを使っていて、自分が要介護になったときに、障がい重症心身を持ついわゆる子どもさんをどうしようかといって、問題になって表れてくる。それまでは何を言っても、やはり自分の子どもですから自分が一生懸命面倒を見てきた、それがかなわなくなってきた時点でケアマネジャーが発見する。そのときにはもうすでにお母さんは施設、その障がいのある人は施設対応で、あるいはショートで、ショートとはいえロングステイで２カ月も３カ月も４カ月もステップを待ち受ける。

　このようなことを防ぐためには、どのような仕組みがあればいいかなというときに、やはりそこのところを早く発見できる仕組み、つまりケアマネジャー、地域包括支援センターなり何なりが、今は割とそのような発見する機能を持ってきつつあるのです。機関型、やはり、病院から出てきた重症の子どもたちは１歳未満であっても、今はまだ保健婦さんが訪問とかいろいろな形でつないでこられたものが、市町村で配置されて来るようになって、どうも広域でつながりのところに一つあるのですけど、保健師さんの役割がずいぶん変わってきています。退院した子どもたちにつなぐという、そこを発見する仕組みを福祉サービスにつないでいくというところが、なかなか子どもにとっても、つなぐ場所がないのです。

　お母さんが高齢になって、そのような状態で子どもを介護しているという状態は、地域包括に入るわけですから、そこは65歳以上あるいは方には対応しますが、それ以下の方についてはなかなか対応が、ケースが増えますから、そことリンクする障がい者バージョンの地域包括などを、やはり充実していかなければならないと思います。ただ、人の配置の問題です。特に市町村は人が代わりますので、なかなか難しいかと思うのです。

　まず、専門職を配置して、何らかの相談支援センターが発見の仕組みを、自立支援協議会の枠組みを使いながら、速やかに必要なサービスを届けて、そしてケアプランを作る援助計画、その人のニーズに合わせた援助計画を作ることはどうなのだろうかと、思っているわけです。

　どうも、そこら辺は地域包括でやってもらったら、いいのではないのという議論もありそうですが、そこはやはり専門性という意味での違いは玩味しながら、やはり０歳から高齢者まで、大人まで支援できるところを補う総合的な管理相談支援センターがあれば、それがマッチングすれば、それで一つどうなのだろうかなと思うのです。

○委員　例えば、ある意味について、ドクターやナースの専門職が集まるチーム、まさに専門職が一チームに一人ずついることになると、高校卒業になるまでいろいろな意味でも難しい部分はあるでしょうが、専門スタッフがその場面に入ってくださることを前提にした一つのチームとして、このような場の中で分担しながら、細かく見ていく。連携を取るためにも専門的な知識や情報なしで、今のお話では、例えば、福祉系の問題でもそうですけど、独特の問題を抱えてらっしゃることで、そのことをご存じない方に「これ大変やねん、だから何とかしてほしいねん」と言ったら「それは大変ですな」という形になるしかないのかなと、しかし「まあ決まってますから」みたいな形の今はやり取りです。だからむしろ本当にどこまで本当にこれが必要なのかという部分だと思うのです。

　これはあくまで荒っぽい言い方で少し恐縮ですが、呼吸器あるいは例えば胃ろうの問題とか、胃ろうは非常に大変だと思います。実はある一面の切り口ですので、ご了承いただきたいですが、胃ろうそのものになったことによって、大変になることは結構あるのです。しかし、胃ろうそのもの自体で健康状態がよくなったりとか、今まで経口で食べていたけれども、すごく大変で見ていてすごく状態が悪くなるというケースがあります。でも食べないといけないので、今度は大変だと胃ろうになってしまって、別の大変さが出てくるのですけど　食事生活とか、その分に関しては決して悪くなったわけではなくて、きちんと対応すれば、前よりよくなっているということがあるのです。

　しかし全くご存じなければ、胃ろうになったから大変になったというだけで、今の話の判断をするようなことにもなりかねない。そうすると、専門的な知識や情報をきちんと持った人が、その中に加わっていけば、どれが必要なのか、どれが要らないのではないかとかが見えてくるのです。先ほど個別の部分というのもあるのではないかなという部分もです。

　そのような意味でチームとして、専門職があくまでもチームという形で、今あるいっぱい考えられている中に組み入れて、地域の中でやっていく基盤になるものを使って、それぞれがサービスを利用していくのは、どうなのだろうと思っています。

○会長　はい。ありがとうございました。先生はいかがですか。今、児童相談所は件数が多いですから、なかなか。

○委員　もしかしたら議題からずれるかもしれませんが、確かにわれわれ自身も、例えば、重心障がいとされている方などに関しては18歳までとする。18歳までという形でつなぐのかみたいな部分については、ある意味では、もちろんまだ措置延長がありますけが、そういってもやはり、成人の方については成人の施設で、もしどうしても地域移行が難しいという形であれば、「者」の施設に移行していただく形が必要になってくるわけです。ところが、なかなか子ども家庭センターでは、まず社員の方、援護の実施者が引き受けてしていくのは、市町村の仕事になりますけれども、そこのつなぎが十分うまくできているのかどうなのか。

　やはり少なくとも、その地域でこのような子どもさんがいて、このような人たちがいる、例えば地域移行も含めてこのような形での支援をしているという情報を、きちんと市町村に、地域にも出していくところまで、われわれとしてはやっていかないといけないなと感じている。だから、それが例えば今の自立支援協議会のようなところで、機能すればそれも一つの方法かもしれません。やはり今度の改正、今のつなぎの中でも、本当にがらっと変わってしまうという部分も出てきていますので、その辺についても本当に早急に考えています。

○会長　はい。ありがとうございました。要するにその辺りどうつなぐのかは、大きな課題かなと思ったりします。

○委員　話いれて申し訳ないです。措置の問題はやはりケースワーカーさんが各福祉事務所にいらっしゃいまして、うちの子どもが行ったら、この人はこういう感じでと全部分かってくださっていたのです。措置がなくなってからどこに障がい者がいらっしゃるか、行ってもこの子はどこの子かというのが分からなくなってきて、これは支援センターとか、そのようなところで全部ずっと利用者の方の名前などが全部入っていて、ここではこのような人がいるのですというところがないことには、今はどこに障がい者がいるのか分からないような子がいっぱいいます。

　措置がなくなって、この人はここの子で、高校卒業してこうこうなっていますねというのは、誰がどの障がい者がいても分かるようになっていたのですが、今はそれが分からなくなってきているのです。そのような人たちが全部支援センターなどに相談に行っているかというと、行っていないのです。だから急にこちらでもショートステイを頼まれても、それこそ緊急ですと来たところで、どこにも行っていない人がいらっしゃってショートステイをうちにといいましても、その人がどのような生活していたかどんな人かが全然分からなくて、緊急時だから何が何でも取ってくれと言われて、ものすごく困ることがあるのです。

　ですから、障がい者がここにいますということが、きちんと分かることが。支援センターに行かないのです。支援センターに相談に行っていたら、ここら辺こう残ってきてこの人はこうだと分かるのですが、区分の相談をしてくれるからそちらへ連絡をすればいいと言っても、区分は、うちは行っていないですという人が来ると、本当にショートステイなどは、どうしても取らないといけないと分かっていても怖いです。そのような人がいっぱい出てくると、障がい者の人たちが今どこにどのような人がいるのか、分かるところがきちんとあってくれればなと思うのです。

　昔みたいに、ケースワーカーみたいな人がいてくれましたら、地域の障がい者の人のことを全部、自分で持ってらっしゃいました。今はそれをしてくださるところがないです。

○会長　なるほどね、情報ですね。

○委員　情報です。赤ちゃん、小さい子どもさんが、母子センターから、さっさと早めに退院してきて、その人たちをどこかにきちんとしてくださって、その人をずっと見てくれるケースワーカーさんが、本当にそこにヘルパーさんが必要なのかどうかということも、全部分かるのではないかと思うのです。

　今は本当に分からない。だからショートステイは本当に、本当に緊急でお母さんが倒れたと言われても、その子がどのような生活をしていたのか、何を食べていたのか、どのような人なのか全然分からないのというのが、今いっぱいいます。

○会長　なかなか、はい。ありがとうございます。難しいな、児童相談所が市町村とは連携プレーで。

○委員　そうですね、もちろん当然のことながら、一時的な相談の仕方は市町村によって違いますので、当然、市町村と連携するのは当然ですが、ただ、市町村といっても、各市町村によって組織が若干違います。一律にという形ではなかなかできにくいという部分があります。それと問題として、やはり今、子ども家庭センターの体制などでいうと、どうしても個人情報であったり、非公開になってしまっていて、障がい者にケースワーカーはなかなか人数的に、各団体に一人は必ずいるのですが、１名ないし２名はいるのですが、委員がおっしゃったみたいに、本当に細かく全部把握できているかといえばそうでもない。一人ないし二人は把握できても限りはあるということと、やはり自立支援法の契約という方が、ありていにいえば、本当に受給者証をお渡しするときにやり取りするぐらいの状況の中で、情報収集力不足という部分は否めないと思います。
○会長　難しいですね。

○委員　２千件ぐらいのケースがあるのですが、ケースワーカー７名で一人300件ちかくのケースでやっているので、うまくいかないだろうし、しっ放しの状態になっている。おっしゃるように、支給決定と実際の事業実績がどのように関連するのかを、把握したいという思いもあるのですけど、だからといって。

○会長　手帳をお持ちの方の10％前後必要ですか。

○委員　そうそう。

○会長　苦しいですね。気付いたときには抜き差しならない状況であるというのは。
あとはガイドヘルプの在り方、移動支援で、なかなかこの辺り括弧内自体が欲しているかが、改正介護保険の中では取り入れられたのです。これがいただいた資料の中で、後ろから３枚目ぐらいのところになりますか、「移動支援の在り方」というところで、大変なこともあるのかなと思っております。委員からいただいていますが、いかがですか。

○委員　ガイドのことですか。

○会長　そうですね。ほかのことでも結構ですけど。

○委員　そうですね。障がい者自立支援法施行のときに、移動支援ガイドヘルパーが市町村の地域計画支援事業にあったということで、市町村でいろいろと考えて、自由にやってくれてもいいということになっただろうと思うのです。それまでは個別給付だったので、１対１のガイドしか認められていなかったものを、複数でもかまわないということだとか、例えば、保険の時間給等についても、それぞれの市町村の中で、必要に応じて決めていただいてもかまわないですよということだと思うのです。

　ただ、今回のテーマであるように、医療的ケアの必要な方の技術については、当然それもガイドヘルパーは、研修の中には全く入っていないので、とても担いきれない部分があると思っています。そこは今、ヘルパーさんが医療的ケアの仕事をする場合、契約を結ばれるという形でやっていると思うのです。事業所というより、ヘルパーさんとご家族の方と契約を結んで、いろいろと取り決めをされて何か少し指示があってということに、なっていると思うのです、そのような部分はやはり必要ではないかな、一歩間違えると大変なことになり得る部分があればあるほど、ガイドが何でもできるということでは、ないだろうと思っています。

○会長　それはいかかですか。

○委員　私も一つの事業をやっている側でもあるので、申し上げることはいっぱいありますし、そのとおりだという部分もあります。ただ言いながら、例えば学校もそうですけども、送迎をするときに、この人たちはこのようなことで、できませんということになっていると、ではどのような状態だったらできるのかというと、親御さんが連れて行くとかはオーケーですと。親御さんは素人だと僕は思いますけれども、オーケーですよと。あとは今おっしゃったように、事業所なりそれぞれのヘルパーさんなりが、やるのならやってもいいよということで、やるのならどうぞみたいな、どうぞと言いうかは分からないけれど、勝手にやってよというレベルの話としては、オーケーということになるのかもしれません。

　要は、これは駄目だということだからこそ、そのような話が出てくるのであって、いざやるという話になれば、では誰ができるのだろう、どのようにしたらできるのだろうという、議論になるのかなと思います。そもそもこのこと以外にも、やはり、会の親御さんとお話させていただく中で、日本では親御さんという実は医療関係の素人、医療の従事者から見れば素人である親御さんができていることを、第三者になった時点でできないということになるのです。

　これは技術的な問題なのかということが重要な話ではないかなと、実は技術的な問題ではないと私たちは思うわけです。そうすると技術的にきちんと操作、あるいは打ち合わせ、またそのような解決策を学んでかかわることが、親御さん以上のことがもしできるなら、できる方向で考えられるのではないかと思うのです。

　もちろん、それは組織であったりいろいろな事業体が、やはり責められないでやっていくためには、一定の要件を決めて、それは無理ですよとなるのかもしれませんが、無理だということで、現在どうなされているかというと、親御さんがめいめいしていらっしゃるので、解決にはなっていないではないかなと思うのです。そこの部分でできる方法をありと、議論しないといけないのではないかな思うのです。

○会長　はい。なかなか。

○委員　これを読んでいたら、たんでも口腔内とか鼻腔内とか、そのくらいの簡単な範囲しか、ヘルパーさんはできないのですね。口腔内だけも見たらびっくりしますね。このようなところだけでも。うちもたんの吸引も胃ろうもあったのですけども、私たちもどこにも誰にも教えてもらわずに、退院してきたその日から、たんの吸引もしていますし、別にどうということはなかったのですが。これで退院して自分でできるのかなと、これではできないです。半ばできたところで24時間、夜中なら２時間おきに、もっとです。ほとんど一晩中、たんの吸引をして。うちも、ガイドヘルパーによる退院後の・・・と、書いていますが、呼吸器を付けているお母さんは「それはもう無理や、絶対無理や」と言いました。うちは子どもの会をしているのですけど、それでも24時間、家の中でずっとご夫婦で見ているのも。はい。できる方法ですよね。

○会長　はい。この辺りはコストとの問題もありますので、今のようなガイドヘルパーも安い単価では、たぶん成り立たないと思うので、その辺り制度的な問題も入ってくるかなと、またこれも課題で取り上げていきたいと思います。まとめさせていただく必要もあるのかなと思います。あとは施設の問題等もあるのですが、時間が次の議題に移らせていただく必要があるのかなと思っております。せっかく作ってこられた委員は、特に何かご提言いただいてよろしいでしょうか。

○委員　その宿題をいただいて、いろいろ考えさせていただきました。やはりこの間、過去10年くらい支援教育ができて、障害者自立支援法ができて、市町村でということになってといえば、先ほどいろいろな委員の方からの意見がありましたように、市町村が中心になって、そこにケア会議のような形で専門家、専門機関がいろいろ集まって、その人に必要なニーズをアセスメントして、支給決定をして、国も大阪府も市町村も専門職もチームとなって、支えていく必要があるような対象の方々かなと思いました。方向性としてはそのような方向性です。

　まだまだ、これから整理していかなければならないことがたくさんあるなと、実際の課題は今のガイドのことでもそうですし、ガイドは非常に大事な制度だと思っています。社会参加、家から外に出て行くために必要な制度なので、そこにやはり医療的ケアの必要な人がなかなか出られないのは、本当に委員の言われるように、やるということで考えると、何が必要なのかというのは、先ほどおっしゃってそう思いました。

○会長　はい。まだいろいろ検討すべき課題はあるのですが、限られた時間でございます。議題２に移らせていただきたいと思います。よろしゅうございますか、はい。では議題２のところでございます。福祉サービスの利用状況のクロス集計の結果について、事務局に、今日、資料２でまとめていただいています。これについてご報告をお願いします。

２．議　事（２）福祉サービス利用状況調査クロス集計結果について
○事務局　はい。それでは、資料２に基づきましてご説明をさせていただきます。

　これは福祉サービス利用状況調査ということで、「イ」の区分で居宅介護事業所から重症施設まで９分類に基づきまして、アンケート調査をさせてもらったものの、クロス集計でございます。主な点についてご報告をさせていただきます。

　まず１ページ目、事業者数の市町村別の表が、①－１でございます。居宅介護、生活介護の事業所については、大阪市の割合が20％を超えておりますが、短期入所については10％程度にとどまっております。児童デイについては、41.3％が大阪市域に所在していることが分析されました。

　次に、２ページ目の①－３、運営主体別、市町村別について、分析をしております。運営主体別では社会福祉法人が29.8、株式会社が29.7、次いで有限会社が21.9％あり、福祉サービスへの株式会社等の参入が進んできております。大阪市域については、株式会社の運営法人の割合が高くなっております。

　次に３ページ目でございます。２－１－１、職員体制の状況、居宅介護事業所における市町村別でございます。６名から10名までの事業所が20.8％、次いで11名から15名までの事業所が18％、16名から20名までの事業所が13.8％となっており、６名から20名までの事業所が約半数を占めております。

　次に４ページ目、真ん中の②－１－４。職員体制の状況で、短期入所事業市町村別についてでございます。10名以下の事業所が25.2％となっている一方、50名以上の事業所が15.1％となっております。小規模の事業所は主に単独型事業所、50名以上は主に入所施設の併設事業所と推測されます。

　次に５ページ目、一番上の表です。②－１－６生活介護の施設の市町村別でございます。15名以下の事業所が55.6％となっております。

　次に９ページをご覧ください。下の表です。③－13。契約者数、運営主体別、市町村別の障がい児についての分析でございます。運営主体別では株式会社が５割を超えていましたが、利用者の状況では社会福祉法人が運営するものが最も多く、53.2％となっており、次いでＮＰＯ法人となっております。

　次に10ページをご覧ください。10ページの一番下の表でございます。③－23。先ほどは「児」でしたけども、「者」についての運営主体別、市町村圏域別です。運営主体別では株式会社等が５割を超えておりましたが、利用者の状況では障がい児と同様に、社会福祉法人が経営するものが多く、58.5％となっており、次いで株式会社となっております。

　その次に14ページをご覧ください。上の表です。④－２－１。医療的ケアが対応可能な事業所数、居宅介護運営主体別でございます。医療的ケアに対応している事業所は、株式会社、有限会社を合わせると67.1％となっております。アンケート回答数と比較すると、株式会社、有限会社は22.6％となっております。一方、社会福祉法人は6.8％しか対応しておりません。

　その下の表、④－２－２、医療的ケア対応可能事業所数、重度訪問介護についてでございます。医療的ケアに対応している事業所は株式会社、有限会社を合わせると、66.2％となっております。アンケート回答数と比較すると、株式会社、有限会社は18.8％が医療的ケアに対応しております。一方、社会福祉法人は5.9％しか対応しておりません。

　次に17ページをご覧ください。上の表です。⑤－１－１、医療的ケアの対応時間別事業所数でございます。午前６時から午前８時の早朝についてでございます。居宅介護は5.4％119事業所しか対応しておりません。短期入所についても12.7％26事業所しか対応できておりません。

　次にその下の表、⑤－１－２でございます。これは午前８時から午後９時、いわゆる日中に対応していただいている事業所数の分析です。居宅介護は13.9％305事業所が対応していただいております。短期入所は24％49事業所、生活介護は27.4％103事業所となっております。

　その次に資料２の18ページをご覧ください。上の表⑤－１－３。これは午後６時から午後10時、いわゆる夜間対応していただいているところの分析でございます。居宅介護は7.4％162事業所が対応可能。短期入所は14.7％30事業所となっております。

　その次⑤－１－４、午後10時から午前６時、いわゆる深夜の時間帯です。居宅介護は3.4％わずか75事業所しか対応できておりません。特に、南側地域は２事業所と非常に少なくなっております。短期入所は12.7％26事業所となっております。特に大阪市、堺市、中河内地域が少なくなっております。

　これらのことから、日中はかなりのところが対応していただいているのですが、その他の時間帯、早朝、深夜等については、事業所に対応していただける体制が整っていないことが見受けられます。

　次に21ページをご覧ください。上の表⑥－１、医療的ケア対応年数の状況でございます。居宅介護についてです。対応から１年未満の事業所が１割を超えております。５年未満の事業所が36.7％となっております。無回答を除くと、ほぼ７割が５年未満となっております。

　次に23ページをご覧ください。上の表の⑥－１、同じく対応年数の短期入所です。対応から３年未満の事業所が20.4％、５年未満の事業所が44.5％となっております。無回答数を除くと、ほぼ７割が５年未満となっております。

　次に27ページ５をご覧ください。上の表⑦－１でございます。提供可能な医療的ケアの状況。事業種別、市町村圏域別の吸引でございます。医療的ケアの提供可能とした事業所511カ所のほぼ９割、440カ所の事業所が吸引を実施していただいております。

　その次は⑦－１、吸入でございます。医療的ケアを提供可能とした事業所の、ほぼ４割の事業所にとどまっております。地域別では大阪市域が最も多く、堺市域が最も少ないとなっております。

　その次は⑦－１、経管栄養についてでございます。医療的ケアの提供可能とした事業所の、ほぼ６割が実施していただいております。地域別では大阪市域が最も多く、南河内地域が最も少なくなっております。

　その次28ページをご覧ください。⑦－１、提供可能な医療的ケアの状況、中心静脈栄養についてでございます。これにつきましては、医療的ケアを提供可能とした事業所の１割を下回った状態でございます。

　その下の⑦－１、導尿でございます。これについては、医療的ケア提供可能とした事業所の４割となっております。

　その次の表の⑦－１、在宅酸素につきましては、導尿と同程度でありますが、地域では大阪市域、北河内地域の順で多くなっております。

　その下のパルスオキシメーターについては、導尿、在宅酸素と同数程度でございます。

　29ページをご覧ください。気管切開部の管理については、医療的ケアを提供可能とした事業所のほぼ２割となっております。

　その下の表９番、人工呼吸器につきましては、医療的ケアを提供可能とした事業所の２割を下回っております。

　その下の服薬管理につきましては、医療的ケアを提供可能としたすべての事業所で提供されております。

　31ページをご覧ください。⑦－２、提供可能な医療的ケアの状況、事業運営主体別、１番吸引でございます。居宅介護等訪問系サービスでは、株式会社、有限会社の実施率が高く、通所系サービスは逆に社会福祉法人の実施率が高くなっております。全体では社会福祉法人、株式会社、有限会社でほぼ同数という形となっております。

　その次に38ページをご覧ください。①－１です。医療的ケアが必要な障がい者の利用者数、居宅介護についてです。乳児、０歳の利用は大阪府域全域で見受けられません。年齢が高くなるに従って、利用者が増えております。「児」「者」ともに、大阪市域が最も多く、次いで多いのは「児」では北河内地域の27名22％、「者」では豊能地域84名13.2％となっております。

　その次は一番下の表です。①－１、医療的ケアが必要な「児」「者」の利用数の児童デイについてでございます。これも居宅介護と同様に、乳児の利用は大阪府域では見られません。年齢が高くなるに従って利用者が増えております。大阪市域が最も多く73名、ほぼ７割となっております。

　39ページ、短期入所についてでございます。乳児、０歳の利用は大阪府域全体で見受けられません。年齢が高くなるに従って利用者数が増え、40歳代以降は減少しております。「児」「者」ともに大阪市域が多く占めており、南河内で「児」が85名20.7％、「者」が241名23.4％と多くなっております。

　次に47ページをご覧ください。④－１、一番上の表です。利用している障がい児の障がい程度別の状況、児者別、事業種別、市町村圏域別の表です。児童は短期入所以外の利用に障がい程度区分認定がないため、不明、未実施がほとんどを占めております。短期入所は大半が区分３となっております。

　次に52ページをご覧ください。⑥－１、医療的ケアに関して課題と感じている内容、事業所別にまとめております。全事業で課題として掲げられている内容は、医療事故のリスクが23.5％、医療的ケアの限定が16.8％、医療報酬給付可11.7％の順となっております。訪問系事業では、医療事故のリスクは最も多いですが、短期入所や生活介護では、医療的ケアの内容が限定されていることや、看護師配置の不足が挙げられております。

　その下の６の２、医療的ケアに関して課題と感じている内容、運営主体別でございます。社会福祉法人では医療的ケアが限定されているのが最も多いが、株式会社等では、医療事故のリスクが最も多くなっております。看護師不足がいずれの運営主体でも課題となっております。

　その下の⑥－３、職員体制別利用リスクについてでございます。51人以上の事業所については、医療的ケアが限定されていることと、保護者対応の難しさとなっております。６人から10人の事業所は、医療的ケアが限定されていることと、設備拡充の資金難となっております。いずれの規模においても看護師不足が課題となっております。

　53ページをご覧ください。一番上の表の⑥－４、職員体制、受給者数についてです。51人以上の事業所については、医療的ケアが限定されていることと、看護師不足が課題となっております。21人から25人の事業所については、医療的ケアが限定されていることと、医療事故のリスク、看護師不足が課題となっております。

　一番下の⑥－６です。利用者の障がい程度別についてでございます。区分が高くなればなるほど、医療事故リスクを課題とする割合が高くなっております。医療的ケアが限定されることを課題とするのは、区分４で23.5％となっているが、区分が大きくなると割合が低くなっております。

　主な点の説明は以上で終わります。

○会長　はい。ありがとうございました。今、クロス集計の説明がございました。これについて何かここはどうなっているとか、あるいはもう少し知りたいということがありましたら、まず、お聞きたいと思います。

　今回は分析というより事実を報告しているので、なぜ株式会社が多いのとか、その辺りの順位の分析は、また先のことになろうかと思いますが、いかがでございましょうか。

○委員　少しいいですか。

○会長　はい。どうぞ。

○委員　ここで言うのも何ですが、医療的ケアの部分の調査のクロス集計で実施の対象者が少ないのか、事業所が対応できないのかということは、どのように理解すればいいのですか。対象者自体が例えば少ないから、こうなっているのか。本当はできるのだけども、対象者がいないので、やっていないと考えたらいいのか、少しそこのところは、この数字はどうなのでしょう。それは利用者に聞かないと分からないかもしれませんが。感覚的にはどうですか。分かる範囲で、分からないところは分からないで。

○事務局　すみません。実際のところは、これはデータのみですので、今、順番にヒアリングに入っておりますので、ヒアリングで状況を聞いて、またご報告をさせていただきたいと思います。実際、先に１カ所、私が話を聞きにいったところでは、すみません、その中心事業の方ではないのですが、時間では深夜帯だけやっておられませんでした。すると、希望者がいない、お客さんがいないのですというお答えも、実際に１件ございました。今、先生に指摘いただいた点についても、そのような視点を踏まえて、ヒアリングに望みたいと思います。

○会長　ここは先生のおっしゃるとおり、ニワトリが先か卵が先かという議論になります。必要なところに、サービスが利用者に届いていない思うのです。どこに行けば使えるのかということが、情報が届けられていない。そうすると、なかなか利用できない、そうするとニーズがないと考える。
　多くの場合は介護保険もそうですが、最初はやはり利用は少なかったのです。今はぐいぐいと、地域があがると、一定出るとざっと広がる。そのような福祉サービスの特性がある気はします。周知されるまでは成年後見制度もそうですが、われわれ日常生活支援制度もそうです。当初、社会福祉協議会は、１年、２年ぐらいは年に１件、２件あるかといわれていたのが、10年たってみると、もうパンクするというぐらいに、もっと人を増やしてもらわないと、予算を増やしてもらわないとということで、やはりタイム・ラグが出るようです。

　その課題もやっていかなければならないでしょう。たぶん事業所をやっているけれども、本当にそれが利用できるのだろうかという、安心して利用できるのだという、あるいはそれが自分の住んでいる地域から、どれぐらい離れているか、実際に使えるのかどうかという、情報が届いているのかどうかということも、取り組んでいきたいとは思います。

○委員　相談支援事業所なら、たぶん、かなうのだと思います。そのようなワンストップで相談に応じられるという、市役所の窓口を探し当てなくても、そのような総合的な相談窓口が、この市町村ではここがあると周知できれば、まずその窓口で周知できれば、そこがそのような民間事業者も含めて、そのような相談に応じられるという形で、回していくのかな思うのです。

○委員　一応、社会資源マップづくりを圏域でようやく作った市町村、泉州でも大阪市も何件か作っているようでございます。ただ、今後とも継続して、更新なりしていかないとならないという問題も、持っているのかなと思っております。

　取りあえず、それが地域にどのようなサービスをするのか分からなければ、利用のしようがないので、そこら辺りをうまく利用することは、大事なポイントかなと思います。子育て支援などは地図が、大阪市などは全域を作られていますから、親御さんが見てぱっと利用しやすいという、分かる仕組みになっています。やはり障がい区分は少し遅れているのかという思いもしています。

○会長　はい。ありがとうございました。ほかに何か。

○委員　早朝、深夜夜中の対応のできる事業所さんは、事業所の事業調査を、入居施設の併用型であるところと、相談関係あるのかなと、それはまだ出ていないのですか。

○会長　いけますか。

○事務局　すみません。今回の資料の中には入っていないのですが、基礎データがございますので、それも次回に合わせて、ご提供させていただきます。

○事務局　これは少し傾向が見えない可能性が極めて高いです。入所施設は当然、一定出てくると思うのですけど、例えば居宅介護の事業所は、人数に応じて何かでてくるかというと、たぶん何もでてこないのではないかなと思います。

　たぶん資料もほとんど、人員配置をクロス集計に掛けてみたのですが、ほとんど傾向が見られないです。はい。でも一応やってみますので、はい。

○委員　また余計なことを言っていいですか。自分のところでは、一つモデルみたいな感覚でやっているところがあるのですが、いわゆる共同で暮らしているところに、ヘルパーさんを派遣して支援する。本来はそれぞれが住んでいらっしゃるところに、ヘルパーさんを派遣されてサポートするという形です。

　実際はまとまって付いておられるので、逆にヘルパーさんを派遣するにしても、一定量確保がいることになって、一人だけぽんと行ったところで、その人だけにずっと回るわけにはいかないのです。そのような割と多くの人たちが、住んでいらっしゃるところとは別にして、そこに支援に入る居宅事業所という形では、夜間、深夜であっても成り立つのかなという思いが少しあります。

　だから、実はその辺は先ほどの少しお話は置いて、実際にそこはまた調べないと分からないですが、事業所をやっていて、居宅系とかですが、看護師を完全に配置して対応していこうと思うと、規模はある程度ないと実際にはなかなかできなです。先ほどの吸引とかその辺ついては指導を受けながら、親御さんとのやり取りの中で、ヘルパーさんがやっている形を作っているのです。

　サポート内容によっては、実際に看護師さんでなければ処理できないことに関しては、確保しなければいけないが、それは難しいということがあります。ある意味、需要が一定数あれば確保してでもやるということがある。小さいところ、あるいは地理的に離れたところへ行くと、なかなかこれは理解が、採算というよりも、事業が成り立たないことがあるかなと気がするのです。

○会長　おっしゃるとおりです。介護保険に付いている。一定の規模として、事業として成り立つというところも重要だと。はい、実はもっと議論をしたいのですが、時間の関係で、見ていただいて何か疑問な点がありましたら、また事務局に言っていただきましたらありがたいと思っております。それでいいですよね。はい。もし何か、ここはどうなっているのかということがあれば、また事務局にご連絡をお願いしたいと思います。

　議題は議事事項はだいたい以上でございます。その他がございます。次回について少しご説明をお願いできますか。

２．議　事（３）その他

○事務局　はい。本日ご議論いただきました（ア）の生活実態調査結果に基づく課題別解決策の検討につきましては、（素案）が完成次第、来年（平成23年）２月４日の検討会において、再度お諮りをさせていただき、成案としていきたいと考えております。

　それと本日今ご審議をいただきました（イ）の福祉サービス利用状況調査についてですが、また、皆さまお気付きの点、ご指摘の点がございましたら事務局へご連絡ください。

　次回の１月14日の会議のときには、前回同様、ご議論をいただくための課題のたたき台を、お示しさせていただきたいと思います。

　訪問看護およびケアホームについての調査についても、同様のクロス集計の資料を次回提出したいと思っております。よろしくお願いします。

３．閉　会

○会長　はい。ありがとうございます。次回のご説明をしていただきました。まだまだこれからまとめる提案、また皆さま方にも近日お願いすることもあろうかと思いますので、その節は嫌がらずに引き受けていただきたいと、思っているところでございます。

　本日は長時間にわたりましてご審議いただきまして、ありがとうございました。次回は先ほど事務局から出ましたように、１月14日午後２時に、この会場でおこないたいと思います。後日また事務局から正式な通知をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。はい。それでは議事はこれで終わらせていただきたいと思います。あと事務局では何かありますか。

○事務局　どうも長時間、年末の押し迫った時期にご参加いただきまして、どうもありがとうございました。次回は年明け１月14日に、また同じ場所で開催したいと思いますので、よろしくお願いいたします。ありがとうございました。

（終了）
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